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研究成果の概要（和文）： 
本研究は安全で創造的な「遊び場空間」を構築するうえでの課題を調査分析し、適正な遊び

場の展開方策や、問題のある遊び場空間をどのように魅力的で安全なものと変えていくかを計

画論的な視点から検討することを目的とする。第一段階として鎌倉市をケーススタディとして、

公園の整備実態を把握し、適正な公園配置や地域特性に応じた都市計画的な整備戦略を検討す

る。第二段階として都市公園整備の実態把握、課題整理から、計量モデル（CGE：応用一般均
衡モデル）を作成し、都市計画的に配置上の課題、経済的な波及などを分析した。また実際の

遊び場をケーススタディとし、求められる機能、課題や安全性の分析を行った。第三段階とし

て、地域のモデルプランおよび「創造的で安全な遊び場空間」に関するガイドライン構築をは

かった。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 This study is a safe and creative space "playground" to investigate and analyze issues 

in helping build a playground and the development of appropriate strategies, and change 

how attractive and safe playground space problem the purpose of a theoretical perspective 

to consider how we planned. Kamakura City as a case study as a first step to understand 

the actual development of the park, consider an urban development strategy tailored to 

local parks and proper placement. Actual condition of the second phase development as 

urban parks, from organizing issues, an econometric model (CGE: computable general 

equilibrium model) to create a place on city planning issues, including analysis of the 

economic spillover. Actual case studies and a playground also features required, safety 

issues and analyzed. As a third step, local plans and models of "creative space and safe 

play area" that created the guidelines. 
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１．研究開始当初の背景 

 近年、子育て環境について幼児の遊び場の

増設、施設内容の改善等に関する親等の要望

が多くなってきている。モータリゼーション

の進展や公園機能の変化など遊び場をめぐ

る環境が大きく変化している中、地域に根ざ

した実際に使いやすい望ましい子どもの遊

び場をつくるためには必要な課題を抽出し、

対応策を図ることが必要となってきている。  

 
２．研究の目的 

 本研究では安全で創造的な「遊び場空間」

を確保し、また構築するうえでの課題を調査

分析し、適正な遊び場の展開方策や、問題の

ある遊び場空間をどのように魅力的で安全

なものと変えていくか、また保育・子育ての

立場から今後どのような対策が必要かを計

画論的な視点から方向性について検討する

ことを目的とする。 

 
３．研究の方法 

 ここでは以下のような手順に従い、調査を

実施した。 

(1) 遊び場利用者のシミュレーション 

①鎌倉市内の街区公園の全数抽出しプロッ

ト、②公園施設の魅力係数に関し因子分析よ

り検討、③鎌倉市内の子どもに対して公園利

用回数などに関するアンケート調査を実施、

④公園利用者数のシミュレーションの実施 

(2)応用一般均衡モデルの構築 

①CGE の理論モデルの構築、②データセット

作成とパラメータ推定、③均衡計算ファイル

の作成、④政策シミュレーション分析 

(3)遊び場の整備イメージの検討 

①遊び場の整備、②子どもの遊び場地域モデ

ルプラン、③全体デザインの考え方、④遊び

場支援ネットワークのイメージ、⑤遊び場の

検討、⑥都市計画における街区公園 

(4)遊び場のガイドラインづくり 

①遊び場の整備コンセプト、②ガイドライン

上の考え方、③実際に遊具を使って遊ぶ場合

の注意、④個別遊具をめぐるガイドライン 

 

４．研究成果 

（１）遊び場利用者のシミュレーション 

①遊び場の利用者数を把握する 

ここではある特定の都市として神奈川県

鎌倉市を想定し、公園（特に街区公園）の利

用者数を予測した。鎌倉市内の全遊び場公園

を対象に、その魅力係数、集客力につき総合

的に考察した。アンケート調査および利用者

層、アクセス等から各公園の誘致力を重力モ

デル（ハフモデル）を用い、測定を行った。 

②遊び場環境の分析 

1)市内街区公園の調査 

a.区域の設定 鎌倉市内にある街区公園お

よび都市公園について全数調査を行った。表

1-1に示す5つのエリアで昭和51年から平成

19 年までに整備された街区公園（181 件）に

つき、都市計画図上にすべてプロットした上

で（図 1-5)、鎌倉公園マップ（鎌倉市民生委

員会）データをさらに付加した。 (256 件) 

b.抽出公園の設定 なお、子どものための遊

び場の中心的な位置をしめる住区基幹公園

については、図 1-5 に示す整備イメージとな

る。また各地域の年少人口、生産年齢人口、

老年人口の構成割合は、表 1-1に示される。 

表 1-1鎌倉市の年齢構成比（2007.12） 

 

 

 

 

2)公園の魅力設定要素 

公園がもつ魅力を判断する上で指標につ

いて定量的に把握し数値化をめざす。ここで

は敷地面積を①公園面積（㎡）、施設内容を



 

 

②休養施設（パーゴラ、東屋・シェルター、

ベンチ、スツール、野外卓数を点数化）、③

遊戯施設（ブランコ（踏み板）、ブランコ（タ

イヤ）スベリ台ジャングルジム鉄棒ラダーの

ぼり棒、砂場他の和を点数化、④運動施設（ス

トレッチ、健康器具他）点、⑤便益施設（ゴ

ミ箱、吸い殻入れ、トイレ、時計）点、⑥管

理施設（案内板、公園灯他）点により、定量

化を行う。点数をまとめた例が表 1-3である。 

表 1-2各施設内容の詳細 

 

 

 

 

 

表 1-3 鎌倉地区の公園の施設状況（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

③因子分析を用いた公園施設の分析 

1)因子分析と因子の抽出 次に各公園につ

いて規準化したデータをもとに各公園の本

質的な特性を分析するために因子分析を行

う。①休養施設、②公園面積、③遊戯施設、

④便益施設、⑤教養施設につき因子分析を行

った。（図 1-1,図 1-2,表 1-4,表 1-5）  

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 バリマックス回転後による因子空間

のプロット 

 

 

 

 

 

 
図 1-2 因子のスクリープロット 

表 1-4 固有値および因子の負荷量の平方和 

 

 

表 1-5 因子行列 

 

 

 

 

 

表 1-6 因子得点係数行列(因子 1：公園の収

容力,因子 2：遊戯機能 

 

 

 

 

 
推定因子数のうち固有値が 1を超える因子は

因子 1と因子 2の２つあり、さらに因子行列

では大きく 2つの因子が抽出された。（表 1-6） 

2)総合特性値としての魅力係数の検討  

総合特性値としての魅力係数を計算する。

求めた因子得点行列は各共通データの重み

づけに関連する数値である。この重み係数を

各変数の規準値に掛け合わせ計算したもの

が因子得点である。この値は確率密度関数に

相当し、累積分を「魅力係数」として捉える。

各項目データにつき正規曲線がえがかれ、累

積分は標準正規累積分数とすることで個別

の項目ごとに標準正規累積分布を求める。図

1-3 は評価値に対して重み付けを加味して計

算した後の累積分布の状況である。 

因子得点係数行列
因子
1：収容力 2：遊戯機能

休養施設（ﾍﾞﾝﾁ・ﾊﾟｰｺﾞﾗ他) 0.415964 0.1556843
公園面積（敷地面積） 0.340189 -0.190453

便益施設(水飲場・ﾄｲﾚ他) 0.200117 0.344758
遊戯施設(ﾌﾞﾗﾝｺ・滑台・他） 0.051104 0.2233173
教養施設(記念碑・解説他） 0.061045 -0.169386

  因子抽出法: 主因子法   回転法: 正規化を伴うﾊﾞﾘﾏｯｸｽ法   因子得点

の計算方法: 回帰法

因子のｽｸﾘｰ ﾌﾟﾛｯﾄ

因子の番号
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図 1-3 因子得点の確率密度分布の累積分布 

 この結果、各施設の魅力係数は以下の表

1-7のように計算される。 

表 1-7 魅力係数の試算例 

 

 

この結果例えば十二所公園は 0.7664、十二所 

 
ひよどり公園は 0.3135、東泉つばき公園は

0.5291といった数値が魅力係数となる。 

④市内公園の吸引力 

1）施設利用者数の予測 

各公園の求めた魅力係数をもとに重力モ

デル（ハフモデル）を使用し、その入場者数

について予測を行う。 

F（利用者数誘致力）＝ 

δ×（魅力係数×地域人口）／（施設と地区

の距離）γ     (1)：δ：参加比率  

と表される。鎌倉市内実施のアンケート調査

より参加比率δ＝1.81（回／週）。 

2)時間距離の測定 

 街区公園を想定し徒歩利用者、各町丁目ご

と半径 1km圏域内（徒歩 12分程度）の利用

者を想定した。各行政区域の人口の重心から

各公園までの直線距離（m）を全数測定した。 

 

図 1-4各公園から人口集中地区への時間距離 

⑤誘致力の予測 

1)モデルの仮定 

 また時間距離、入場者数の需給モデルでは

指数関数を通常の重力モデルとして指数は

キャリブレーションを行い、その結果γ＝2.0

を採用した。なお、γ=2.0とおいた際、全体

の利用者数推計との誤差は 0.825％であり、

概ね推計として利用可能と考えた。 

2)利用者数シミュレーション 

 各地区の誘致力を予測するため、需給モデ

ルを検討する。この結果利用者の誘致力が試

算され、各地域利用者が吸引されると考え、

週平均の利用者数が予測できる。 

3)分析結果 

 この結果、例えば鎌倉地域内の十二所地区

では、十二所ひよどり公園は魅力係数が

0.3153 であり、誘致距離 300m で 264.6 人／

週と予測できる。以下同様にして５地区（鎌

倉、腰越、深沢、大船、玉縄）の利用者数の

推計を行うことができる。(表 1-8) 

 

表 1-8 各公園の時間距離と利用者推計（鎌

倉地域一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

⑥公園の定量的評価の方向性 

  

 

公園機能についてエリアごとにその特性や

求められる機能が異なっており、利用者数予

測が可能であること、人口の集中度合や、ア

クセスに対応した遊び場の検討が必要であ

ることなどが分かった。 



 

 

 

図 1-5 鎌倉市における街区公園の整備状況

プロット図 

 

(２)応用一般均衡分析による都市公園分析 

①都市公園をとりまく都市モデル分析 

1)応用一般均衡による分析 

 都市公園の地域エリアにおける経済的な

波及について、ここでは応用一般均衡

（Computable General Equilibrium )モデル

を用い、解析を行った。（以下 CGE モデル）

応用一般均衡（CGE）モデルの構築にあたっ

ては、1)ＣＧＥの理論モデルを構築する。次

に，2)産業連関表をベースとしたデータセッ

トを作成し，ＣＧＥモデルの各種パラメータ

を推定する。3)ＣＧＥモデルの均衡計算ファ

イルを作成する。4)政策シミュレーション分

析、5)政策的評価をおこなう。  

 

②応用一般均衡モデルの基本構造 

1)モデルの全体構成 

  ここで作成するＣＧＥモデルでは，１家計

と 13 業種（平成 20 年産業連関表）データを

用いる。その全体構成と各主体の関係を図 2

－１に示した。図では家計，企業の各主体の

基本的な行動モデルが示される。ここで家計

は予算制約下での効用最大化をめざし，企業

では生産技術制約下での費用最小化を図り

活動する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 CGEモデルの全体構成 

2)家計の行動モデル・企業行動モデル 

 なお、ＣＧＥモデルでは，家計の効用最大

化行動企業のおよび行動モデルを以下のよ

うに階層化して定式化した。 

 

 

 

 

図 2－2家計行動 Eモデル・企業行動モデル                  

(３)ＣＧＥモデルの均衡計算 

求められたパラメータを用いてＣＧＥモ

デルの均衡計算を行った。均衡計算の流れと

して１）～10）までの作業からなる。ＣＧＥ

モデルは賃金率 ωをニューメレアとし 1）利

子率γを初期値として設定する。ω,γおよび

推定したパラメータを用い 2）単位合成生産

要素あたりの生産要素需要量を導出後，3）

財価格および 4)合成財価格，運輸の一般化価

格，現在消費財価格，貯蓄財価格を求める。

5)家計所得を導出した後，これらの価格およ

び推定したパラメータを用い 6)家計消費量

を求め，さらに 7)政府・投資の各需要量およ

び輸出入量を導出する。国内需要量と輸出量

が得られたことから 8)生産量を求め，さらに

その生産量より 9)生産要素需要量を導出す

る。10）生産要素市場の均衡条件式より超過

需要を導出し，需給バランスが成立するま

合成財　

XF

個別財　1 個別財　2

所得 (ωΩ＋γKｓ)(1－τp)

貯蓄　

（将来消費）

現在消費

XZ 消費余暇S 運輸 XT

（時間） （交通）

X1 X2

XH[第１段階]

[第2段階]

[第3段階]

生産量　Ym

中間財　1中間財　2運輸サービス 合成生産要素　

労働 資本ｌm km

ｆｚ
ｍ

ZmTZm2Zm1

[第1段

[第2段

合成生産要素　

生産量　Ym

中間
財　

1

中間
財　

2

運輸サービス

労働 資本

ｌm km

ｆｚ
ｍ

ZmTZm2Zm1

階層的費用最小化行動
企業　1
企業　２・・・

企業　m

個別財

財・サービス市場

供給関数需要関数

需要関数－供給

均衡価格

量

価格

供給関数需要関数

需要関数－供給

均衡価格

量

価格
生産要素市場

②

① ③

④

③’

中間財

個別財

個別財

生産要
素
（労働・
資本）

生産要
素
（労働・
資本）

海外部門

輸出：固定

輸入：国内需要に比例

政府（財政均衡）

税収＝政府消費

海外部門

直接税

政府

貯蓄＝投資
　　　　　→投資財購入

輸出輸入

個別財

間接税

１

２

３ ４

２'

産業

産業

付加価値

最終需要 輸出入

１

２

３

４

中間需要

付加価値

国内生産額

（雇用者所得＝労働需要,営業余剰＝資本需要,

資本減耗引当＝企業貯蓄,純間接税＝間接税）

国内生産額

最終需要
（民間消費支出＝労働需要,一般政府支出＝

政府需要,国内固定資本形成＝投資需要）

個別
財　2 X2

合成財　

XF

個別財
　1

所得

貯蓄　
（将来消費）

現在消費

XZ消費余暇S運輸 XT
（時間） （交通）

X1

階層的効用最大化行動家計

(ωΩ＋γKｓ)(1－τp)

XH



 

 

で､｢ワルラス模索」に基づき利子率を改定

後，初期利子率を更新し均衡計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2－3均衡計算のフロー 

 

(４)政策評価 

政策シミュレーションより公園の政策評

価を行う。②節において試算した、 

公園利用付加価値=週利用比率×週数×市域

人口×年齢比率(0歳～14歳)×付加価値比率 

をベースに構築した CGE モデルを当てはめ

る。この場合 1.81×54×174000×10.44×付加

価値比率となる。鎌倉市内における市内総生

産のなかにしめる都市公園の経営・運営費

は、この結果 

EV＝ev＋（ΔΨDTR＋ΔΨITR  ）＝8.771億円 

と試算された。すなわち、CGEモデルを用い

た鎌倉市の都市公園における便益は約 8.7 億

円／年と試算される。 

 

(５)遊び場ガイドラインの作成 

将来的な遊び場空間に求められる機能、魅

力ある遊び場空間に向けての解決すべき課

題や安全性について分析を行った。こうした

結果を受け、地域的な課題や個別遊具の実態

把握を受け、地域のモデルプランおよび個別

の遊び場に必要な課題解決にむけた「創造的

で安全な遊び場空間」のあり方に関するガイ

ドライン構築をはかった。 
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